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１．偽情報に関する政策動向 概要

調査対
象国

対象文献 概要

EU The European Democracy Action Plan（欧
州民主主義行動計画）

• 「自由で公正な選挙の促進」、「メディアの自由の強化」、「偽情報への対抗措置」の3つの目的から構成される。このう
ち、「偽情報への対抗措置」としては、偽情報の発信者に対するコストを科すための取組、行動規範の見直し、ガイダン
スの発行等が示されている。

• 上記を踏まえ、2021年には、「政治広告の透明性とターゲティングに関するEU規則案」が公表された。「欧州メディ
ア自由法案」はパブリックコンサルテーションが行われた。

・the Code of Practice on Disinformation
（偽情報に関する行動規範）
・Guidance on Strengthening the Code of 
Practice on Disinformation（偽情報に関する
行動規範の強化に向けたガイダンス）

• 2020年9月、欧州委員会は偽情報に関する行動規範の適用範囲に不足やギャップがあることを指摘した評価を発表
した。その後、当ガイダンスが上記不足等に対処することを目的として欧州民主主義行動計画で示された方向性に
沿って策定され、偽情報に関する行動規範をどのように強化すべきかについて委員会の見解を明らかにした。また、行
動規範の実施状況をモニタリングするより堅牢な枠組みの基礎も示されている。

• 2021年12月までに、行動規範の署名者（署名予定者含む）は合計66社（当初16社、ガイダンス公表後50社
追加）。行動規範の更新プロセスは2022年3月末まで延長された。

フランス 情報操作との戦いに関する法律 • 選挙期間内（投票日前3ヶ月）に、偽情報が拡散されている場合、検察官、候補者等、利害関係者から求めを受
けた裁判官は、プラットフォーム事業者に対して送信防止措置を命じることができる。裁判官は申立から48時間以内に
停止に関する判断を行わなければならない。

• 外国の偽情報等によるデジタル干渉に対抗する機関としてViginumが創設された。

デジタル時代の啓蒙 • 偽情報を抑制する解決策を検討することを目的とし、デジタル時代の啓蒙委員会により報告書にまとめられ、2022年
1月11日に共和国大統領に提出された。

• デジタル時代の情報障害とそれが引き起こす民主的生活の混乱に関する知識の状態を要約し、それらに対処するため
の推奨事項（30個）を示している。

オースト
ラリア

Australian Code of Practice on 
Misinformation and Disinformation（オース
トラリアの偽・誤情報に関する行動規範）

• 2021年2月22日にthe Digital Industry Group (DIGI：Facebook、Google、Twitter、Microsoft、
TikTok等の大手IT企業で構成される）によって取りまとめられた初の行動規範。透明性レポート等の公表が要求さ
れており、これを受け2021年5月21日にプラットフォーマー8社が透明性レポートを公表しており、今後は、年次レポート
を公表する予定となった。元は、2019年オーストラリア政府が公表した「Regulating in the digital age 
Government response and implementation roadmap for the Digital Platforms Inquiry」 に基づき、
同年12月に政府がデジタル産業に対してCodeの開発を依頼し、DIGI が草案作成することに手を挙げたもの。

New disinformation laws • 2022年3月、オンラインでの有害な偽情報や誤情報に取り組む法律を2022年後半に議会へ提出を目指していると
発表。

韓国 言論仲裁および報道による損害賠償に関する法律
(언론중재 및 피해구제 등에 관한
법률)の一部改正案

• 改正案は、故意や重過失による虚偽、捏造情報を報道した報道機関に対して、被害額の最大5倍の損害賠償を
請求したり、訂正報道や、記事の閲覧ができないように求めることができる内容。

• Human Rights Watch等が「改正案は表現、情報、報道の自由を損ない、メディアが批判的な報道を躊躇する」と
の懸念を示した書簡を大統領等へ提出した。また、国際機関も、改正案の報道機関への懲罰的損害賠償の要求や、
明確な条件を欠いた同法の曖昧さを指摘し、表現の自由を制限する懸念があり、留保することを表明した。






















































